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給与所得控除の理論的根拠についての考察
小 林 豊
はじめに
近年，雇用形態は多様化・流動化が進んでいる。従来の終身雇用制
度，年功序列制度は崩れつつある。派遣社員やパート労働者の増加，年
俸制や能力給制の採用，中途採用の増加やサラリーマンから個人事業主
等への転職，在宅就業の増加などにより，その雇用形態のバリエーショ
ンや流動化が進んでいる
（１）
。それに伴い，所得が給与所得なのか請負（事
業所得など）なのか判別つかない問題も生じている
（２）
。特に問題なのが偽
装請負などである。本来給与所得者つまり雇用労働者として労働基準法
等により保護されるべき者が，契約上請負業者としてその労働基準法等
の庇護から故意的に外されることが行われているのである。これは企業
側からすれば，社会保険等の負担をせずに，かつ，労働基準法等を守る
必要もない，というメリットがあるために行われる。
また，上記のような消極的な意味でなく，積極的な意味においても雇
用の流動化が起きている。それは，リストラなどによる原因ではなく，
自由意志によって起こる流動化である。たとえば，脱サラから個人事業
の立ち上げやベンチャー企業の設立，または，フリーランス契約などに
より会社に属する働き方ではなく，それぞれが自由に働く働き方であ
る。このように，給与所得における周辺部分の流動化が起き始めてい
る。
１０９
33.1
66.8
32.1
68.0
32.3
67.7
33.2
66.9
33.6
66.5
34.4
65.7
34.9
65.2
36.0
63.9
37.5
62.6
37.6
62.3
38.8
61.2
0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%
100%
300万円以下 300万円超
??
8?
??
9?
??
10?
??
11?
??
12?
??
13?
??
14?
??
15?
??
16?
??
17?
??
18?
他方，給与所得の内側にも問題を抱えている。それは，格差問題であ
る。給与所得者内において格差が最近現れ始めている。図表１をみてほ
しい。ここ十年間で３００万円以下の低所得者層が構成比で５．７％も増加し
ている。これは，人数で換算すると，約２５４万人増加したことになる。
一方，高額所得者層に目を移すと，次のような結果（図表２）となる。
この表からは，２，０００万円以上の所得のある給与所得者が，平成８年と
比較して約４８％増加していることになる。確実に給与所得者間における
格差は拡大しているのである。高度成長期のような経済環境にない現
在，その安定性
（３）
からも，高額所得者が増加している事実からしても，給
与所得者は搾取されるだけの存在，という視点も修正される時期にきて
いるのではないか。少なくとも，一括りにまとめることはできなくなっ
てきている。
このように，給与所得という枠組みの外側からも内側からもその歪み
は生じ始めている。内側からは，雇用の流動化により，低所得者層が増
加し，他方で「超」がつくほどの高額所得者が年々増加している。かつ
て云われたような「一億総中流」という言葉はもはや死語である。外側
図表１ 低所得者層（３００万円以下）の構成比
参考：平成１８年度民間給与実態統計調査（国税庁）
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からは，「偽装請負」などの問題がある。社会環境の変化とともに，給
与所得とその控除としての給与所得控除の枠組みにも変化が必要であ
る。また，それが求められていると考える。
この点を踏まえ，税制調査会の「個人所得税に関する論点整理」（平
成１７年６月）では，「給与所得者であることを理由として，所得の計算に
あたって特別の斟酌を行う必要性は乏しくなってきているといえよう。
そうした意味では，給与所得控除の見直しが課題となる。」とし，必要
経費概算控除以外の性質
（４）
も有しているとされる給与所得控除の見直しを
示唆した。これと同じような趣旨が，「わが国税制の現状と課題」（税制
調査会平成１２年７日）にも謳われている。すなわち，社会環境等の変化と
いった点を踏まえ，「給与所得控除については，今後，勤務費用の概算
図表２ 高額給与所得者数の推移
参考：平成１８年度民間給与実態統計調査（国税庁）
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控除としての性格をより重視する方向で，そのあり方について検討を
行っていく必要がある」として，給与所得控除の実額経費の意味合いを
重視し，現状の給与所得控除を見直す方向を提示した。つまり，給与所
得控除を実質的に減額することがこれからの課題ということである。マ
スコミ等でとりあげられ，サラリーマン増税として批判された。
思うに，国家財政の逼迫する中，やみくもに増税を忌避することは国
家に対し無責任な態度といえる。支出に見合った収入を確保できなけれ
ば福祉や治安維持もままならない。現実に労働人口が減少していく中，
行政サービスを落とさず，かつ，増税を行わないことは不可能に近い。
増税を回避する方法として支出を減らすことが考えられるが，これにも
限界がある。つまり，近い将来，増税は現実問題として我々の生活にの
しかかってくることは必至である。マスコミでも消費税や所得税などの
増税が取り沙汰されている。特に，消費税は，増税が既成事実のように
扱われ，問題はその増税時期になっている。このような文脈で，給与所
得控除の問題が改めてクローズアップされてきている。
給与所得控除を見直すことは，給与所得者に対する実質的な増税にな
る。財政の建て直しのため，増税の必要性については理解できる。しか
し，理解はできるがそれが給与所得控除の見直しを肯定する結論とはな
らない。なぜなら，給与所得控除には創設の趣旨があり，現存する根拠
があり，それが財政の建て直しという理由で覆るものではないからであ
る。したがって，給与所得控除の見直しには財政の建て直し以外の根拠
が必要である。そうでなければ，給与所得者の納得を得られまい。
それでは，答申で謳われているように，給与所得控除見直し論に根拠
はあるのか。給与所得者が納得するだけの理由があるのか。
そこで，本稿においては，給与所得控除の見直しの是非について検討
することにする。もっとも，給与所得控除の見直しについては，その影
響力からいっても，多角的検討が必要不可欠である。課税最低限の問題
や，源泉徴収制度の再考も論点になろう。ただ，本稿においてすべて取
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り上げることは紙幅の関係上困難である。したがって，的を絞ることに
する。それは，給与所得控除の性格・性質といわれているものの根拠の
有無を，今一度検証することである。これまで言われていた給与所得控
除の性質，すなわちその根拠が，現在において説得力を有するのかを検
証することにする。これにより，給与所得控除の見直し論が的を射たも
のといえるのかを判断できると考えるためである。
Ⅰ．給与所得控除制度とその根拠
給与所得控除の性質あるいは根拠といわれているものの検討を行う前
に，まず，簡単に給与所得控除制度の概略をみることにする。
１．給与所得控除制度の概要
（１）給与所得の意義
所得税法上，所得はその源泉ないし性質によって１０種類に分類されて
いる
（５）
。１０種類に分類される所得の一つが給与所得（所得税法２８条１項）で
ある。
給与所得とは，俸給・給料・賃金・歳費および賞与ならびにこれらの
性質を有する給与をいう（所得税法２８条１項）。非独立的労働ないし従属
的労働の対価と観念できる
（６）
。給与所得の収入金額には，俸給，給与，賞
与，各種手当など労務の対価として支払われるもの以外にも，使用者な
どから受ける金銭以外の物又は権利その他経済的な利益の価額，いわゆ
るフリンジ・ベネフィット（Fringe Benefits）も含まれる。
（２）給与所得控除の意義
給与所得控除の意義を明確に定義した条文はない。そこで，給与所得
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金額の計算過程から定義づけると，その年中の給与等の収入金額から控
除されるもの，と定義づけられよう（所得税法２８条２項）。
（３）給与所得控除の性質
給与所得控除の性質については多少の変遷がみられるが，概ね次のよ
うに要約できる。「給与所得控除は，①給与所得については必要経費の
個別的認定が困難であるため概算経費控除を認める必要のあること，②
給与所得が勤労性所得であってその担税力が資産性所得や資産勤労結合
所得より低いこと，③給与所得の捕捉率が他の所得より高いこと，④給
与所得はその支払いのたびごとに源泉徴収されるのに対し，事業所得等
は二回にわたり予定納税するのみであるため利息相当額を調整する必要
のあること，の四つの理由に基づいて採用された制度である
（７）・（８）
」。
この給与所得控除の性質といわれるものが給与所得控除の根拠とな
る。これらの性質が存在しているため，現行の給与所得控除が認められ
ているのである。この給与所得控除の性質，すなわち根拠については，
この論文に直接関わるので，次章以降で詳細に論じる。
（４）給与所得控除の金額
給与所得控除の金額は，給与等の収入金額に応じて，次のようになる
（図表３）
（９）
。
給与等の収入金額が５６７万円だとすると
（１０）
，給与所得控除の金額は収入
金額の約３割にあたる１６７万４千円になる。給与所得控除の金額は，収
入金額が上がるにつれて減っていくが，１，０００万円でも２２０万円の給与所
得控除が認められる。マクロ的に給与所得控除の水準を見ると，平成２０
年度予算ベースで給与の総額２１１．８兆円に対し，給与所得控除の総額は
６０．４兆円
（１１）
である。給与収入総額の約３０パーセントが給与所得控除として
控除されている計算になる（図表４）。
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（５）給与所得の課税方法
納税義務の確定方式には，納税義務者または税務官庁による一定の行
為によって確定させる申告納税方式又は賦課課税方式と，納税義務者ま
たは税務官庁による一定の行為を要することなく自動的に確定し，徴収
される源泉徴収方式とがある。給与所得の場合には原則として源泉徴収
方式が採用される。具体的には，給与等の支払者（源泉徴収義務者）が，
その支払のたびごとに，その支払額に応じた所得税額を徴収し，それを
国に納付する形をとる（所得税法１８３条以下）。さらに，給与等が一定の金
額（２，０００万円）以下の者については，その年の最後の給与等の支払の際
に年末調整を行う。
年末調整とは，その年の給与の総額に対する正式の所得税額とそれま
での源泉徴収税額の合計額を比較し，過不足を精算することである（所
得税法１９０条以下）。これにより，給与所得者の大部分は確定申告をする必
図表３ 給与所得控除の金額（速算表）
給与等の収入金額
（給与所得の源泉徴収票の支払金額）
給与所得控除額
１，８００，０００円以下 収入金額×４０％ ６５０，０００円に満たな
い場合には６５０，０００円
１，８００，０００円超 ３，６００，０００円以下 収入金額×３０％＋１８０，０００円
３，６００，０００円超 ６，６００，０００円以下 収入金額×２０％＋５４０，０００円
６，６００，０００円超 １０，０００，０００円以下 収入金額×１０％＋１，２００，０００円
１０，０００，０００円超 収入金額×５％＋１，７００，０００円
図表４ 平成２０年度予算ベース
給与総額に対する給与所得控除総額の割合
給与総額（Ａ） 給与所得控除総額（Ｂ） 割合（Ｂ/Ａ）
２１１．８兆円 ６０．４兆円 ２８．５％
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要がなく，課税関係は終了する。源泉徴収制度と年末調整制度を併用す
ることにより，給与所得者は税額計算や申告を行わずに済む。
２．源泉徴収方式及び年末調整制度と給与所得控除
源泉徴収方式と年末調整制度は，給与所得課税を特徴づける一つの制
度である。特に比較されやすい事業所得者，不動産所得者および雑所得
者と比較すると，源泉徴収方式と年末調整制度がセットになった給与所
得者の課税方法は異質といってもいい。この特殊性が，後々論ずること
になる所得捕捉率の格差を生む土壌となる。すなわち，給与所得者は源
泉徴収方式により給与所得をほぼ完全に捕捉されるが，事業所得者や雑
所得者などは申告納税制度により捕捉されない所得があるという，捕捉
率の格差問題である。この所得捕捉率の格差問題を給与所得控除の内容
に取り入れるべきか否かについては，次章で詳しく論じる。ここでは，
給与所得の課税方法の特殊性が，給与所得控除の一つの要素として問題
となっていることを示しておく。
また，源泉徴収は給与等支払い者が毎月行うことになっている。他
方，事業所得者等は原則として確定申告時に一回納付すれば済む（予定
納税を含めると三回）。このことが，事業所得者等と比べ，給与所得者が
金利相当分不利を受けることになる。この不利を調整することが，給与
所得控除の性質の一つと言われている。
３．小括
以上，簡単に給与所得控除制度についてみてきた。給与所得控除と
は，形式的にいえば，その年中の給与等の収入金額から控除されるも
の，である。その実質的な内容として，①勤務に伴う必要経費の概算控
除，②資産所得と比べた担税力の低さへの調整，③他の所得より正確に
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捕捉されやすいことへの調整，④申告納税より早期納税することへの調
整，の四つを一般的に上げることができる。そこで，本論文では，この
給与所得控除の性質といわれているものを検証する。この性質の根拠の
有無について再確認するのである。そのために，まず上記性質の①勤務
に伴う必要経費の概算控除としての性質と，②資産所得と比べた担税力
の低さへの調整，③他の所得より正確に捕捉されやすいことへの調整，
④申告納税より早期納税することへの調整としての性質の二つのグルー
プに分けて論じる。なぜなら，①は給与所得固有の問題ではなく，他の
所得区分と共有の問題であること，他の②・③・④は給与所得の特殊性
に根ざしている問題であるためである。給与所得の特殊性による根拠
と，給与所得の必要経費としての根拠の二つのグループに分けて，その
根拠の有無を検証する。次章ではまず，給与所得の特殊性に根拠を有す
る②・③・④の性質について論じることにする。
Ⅱ．給与所得の特殊性についての考察
給与所得控除の根拠である担税力の低さに対する調整や，所得捕捉率
の高さに対する配慮などは，給与所得の特殊性ゆえに考慮されている問
題である。担税力の低さは，給与所得者が使用される立場であり，常に
病気や失業といったリスクと向き合っているために言われていることで
ある。所得捕捉率の高さと金利の調整といった性質は，源泉徴収制度と
年末調整をその要因とする。よってこの章では，給与所得の特殊性から
くるこのような性質を給与所得控除の性質として認めるべきかについて
論じる。
まず，第一の論点として，給与所得と他の所得，特に事業所得との捕
捉率の格差について考察する。昭和３１年臨時税制調査会の答申において
も，給与所得控除の性格のうちの一つとされている。
第二の論点として，給与所得の担税力の低さに対する配慮の必要性に
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ついて考察する。これは，給与所得控除が勤労控除
（１２）
として創設された当
初から言及されつづけ，昭和６１年臨時税制調査会の答申でも，給与所得
控除の性格の一つとして挙げられている。しかし，規制緩和などにより
雇用の流動性や多様な形態の就業が行われ始めている現在，給与所得者
についてのみ担税力の低さを理由とした控除を認める必要があるのかに
ついて考察する。
なお，給与所得が源泉徴収されることによる，所得税の前納分に対す
る金利の調整という性格も，給与所得控除にあるとされる
（１３）
。しかし，こ
れについては，すべての源泉徴収方式による所得税について，このよう
な金利調整の控除が認められなければ辻褄が合わない，という問題があ
る。また，申告納税方式による所得税についても，予定納税の制度など
には，同じ制度が認められなければならないはずであるが，これが法定
されていない，といった問題もある
（１４）
。したがって，金利の調整を給与所
得控除の内容とすることは困難である
（１５）
。
よって，金利調整としての控除を認めるには無理があるため，本論文
では給与所得控除を考察する上で，給与所得の特殊性の一つとしては取
り上げない。
１．捕捉率の問題～クロヨン問題～
（１）意義
所得捕捉率とは，所得税法上客観的に存在する所得と，税務当局によ
り現実に捕捉される所得との比率のことをいう
（１６）・（１７）
。この所得捕捉率の格差
がいわゆる「ク（九割）ロ（六割）ヨン（四割）」とか「ト（十割）ゴ（五割）
サン（三割）」といわれる問題である。一番捕捉率が高いのが給与所得で
九割とも十割とも言われている。次に事業所得（非農業）で六割あるい
は五割とされる。そして事業所得の農業所得者が一番低く，四割とも三
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割ともいわれている。
（２）所得捕捉率の格差問題の背景と原因
昭和１５年に給与所得（当時勤労所得）に源泉徴収制度が採用され，昭和
２２年には，事業所得等が賦課課税制度から申告納税制度が採用された。
記帳義務が課されていないこと，戦争による混乱，課税庁側の不慣れも
あいまって，過少申告やそれにともなう更正決定など続出した。このこ
とが温床になり，給与所得者の不満を醸成したと考えられる。また，所
得税の最高税率の推移も，給与所得者の不満に一役買っていたのではな
いかと推測する。図表５をみてほしい。
図表５ 所得税の税率構造の推移
２５年 ２８年 ４４年 ４９年 ５９年 ６２年 ６３年 元年 ７年 １１年 １９年
税 率
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％（万円）
２０ １５ １０ １０ １０．５ １０．５ １０ １０ １０ １０ ５（～ １９５）
２５ ２０ １４ １２ １２ １２ ２０ ２０ ２０ ２０ １０（～ ３３０）
３０ ２５ １８ １４ １４ １６ ３０ ３０ ３０ ３０ ２０（～ ６９５）
３５ ３０ ２２ １６ １７ ２０ ４０ ４０ ４０ ３７ ２３（～ ９００）
４０ ３５ ２６ １８ ２１ ２５ ５０ ５０ ５０ ３３（～１，８００）
４５ ４０ ３０ ２１ ２５ ３０ ６０ ４０（１，８００～）
５０ ４５ ３４ ２４ ３０ ３５
５５ ５０ ３８ ２７ ３５ ４０
５５ ４２ ３０ ４０ ４５
６０ ４６ ３４ ４５ ５０
６５ ５０ ３８ ５０ ５５
５５ ４２ ５５ ６０
６０ ４６ ６０
６５ ５０ ６５
７０ ５５ ７０
７５ ６０
６５
７０
７５
最高税率 ５５％ ６５％ ７５％ ７５％ ７０％ ６０％ ６０％ ５０％ ５０％ ３７％ ４０％
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シャウプ勧告後，最高税率が５５％であったものが，次第に上昇してい
く。昭和４４年には最高７５％という税率にまでなる。この場合，自己の申
告に基づいて課税所得を決めることができる事業所得者に比べ，給与所
得者は裁量の余地がない，という事実が，余計に事業所得者に対する給
与所得者の不信感を拡大したと，容易に想像できる。
この捕捉率の格差は上記のように，所得税の徴税の仕組みにその原因
がある。すなわち，源泉徴収による納税か，自己申告による納税か，で
ある。給与所得者は，自分の手許に所得を受けとる前に源泉徴収制度に
より所得税を天引きされる。そこでは納税者の課税所得は，ほぼ全額，
税務当局に捕捉される。これに対し，自己の申告に基づく事業所得者や
農業所得者は，自分の意思決定に基づき課税所得の金額を決定できる。
意図するとせざるにかかわらず，その額を裁量的に動かすことがで
きる
（１８）
。この裁量の幅があるゆえに，給与所得者との間に差異を生じる原
因となっている。つまり，その裁量ゆえに過少申告あるいは無申告の
ケースが生まれ，もっといえば，悪質な脱税犯罪を引き起こす可能性も
でてくるのである
（１９）
。
もっとも，クロヨン問題（業種間の所得捕捉率の格差問題）の実態ははっ
きりしたものではなかった。石弘光教授は当時（昭和５６年），「統計デー
タの裏づけもなく，したがって経験的にも立証されず，ただムード的に
語呂合わせとして唱えられているだけの感じもする
（２０）
。」と述べている。
現実問題として，申告納税制度をとる場合，実際の課税所得はいくらで
あるかは，すべての取引を課税庁側が把握しない限り算出は不可能であ
る。しかし，既存の統計等を参考に，推計という方法とって，現実に近
似した一定の数値を算出することは可能ではないか，とする学者が現れ
始め，実証的研究がされ始める。次に，その代表的な研究である石弘光
教授の実証的研究
（２１）
とその手法を踏襲した近年の実証的研究である，大田
弘子，坪内浩，辻健彦による論文（以下大田弘子他）
（２２）
を紹介する
（２３）
。
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（３） 実証的研究について
クロヨン問題について最初に行われた実証的研究は，石弘光教授（当
時一橋大学教授）の研究である。その方法は，簡潔にいえば，税務上の所
得と別の機関が作成した国民所得統計の所得とを比較して，税法上の本
来あるべき所得と実際税務統計上捕捉された所得が，どれだけ乖離して
いるのかを確かめる手法である。石教授は，推計を行う上で，別の統計
資料を使うため，所得概念を一致させる様々調整をおこなって推計をお
こなっている。
推計の結果は，次のようなものとなった。昭和４５年から昭和５３年の９
年間について，それぞれ捕捉率は，給与所得者９～１０割，事業所得者（非
農業）が６～７割，農業所得者が２～３割となっている。
この結果は，巷でいわれている所謂クロヨン，トゴサンといった数字
に近似した数字になっている。一般的な感覚を裏付けるものとなった。
もっとも，石教授は，「得られた結果は，資料上の制約もあり，大胆
な推計作業を踏まえているため，かなり慎重に取り扱われるべきであろ
う。いくつか可能と思われる接近方法のうち，ただ一つの試みにすぎな
い。しかし，これまでさしたる証拠もなしに不公平税制の一つの特徴と
してたえず指摘されてきたクロヨンの実態を，ある程度明らかにするこ
とができたように思う
（２４）
。」，と述べる。
以後，石教授の研究を皮切りに，実証的研究がされていく
（２５）
。どれもク
ロヨンの存在を認めるものとなっている。そして，平成１５年３月に，内
閣府政策統括官である大田弘子他から一つの論文が発表された。それ
が，大田弘子他による「所得税における水平的公平性について」であ
る。この論文は近年のデータを下に，石教授の手法を使い，所得捕捉率
格差の推計を行っている（図表６）。
この論文によれば，１９７７年の時点では１０：７：４の捕捉率の格差が存
在したが，１９９７年の時点で，１０：９：８に近い数字になっている。これ
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給与所得 自営業所得 農業所得
は所得捕捉率の格差がここ２０年間で飛躍的に縮小したことを示す結果と
なる。大田弘子他も「所得捕捉率の格差が近年において改善していると
いうことは疑いのないことであると考えられる」と結論付けている。そ
して，この改善の背景について次のとおり分析する。
すなわち，「まず，改善の著しい農業所得については，農地の併合や
経営の近代化が進み，青色申告比率が高く税務調査の目も行き届きやす
い大規模の主業農家と，所得が僅少で課税最低限に満たない兼業農家へ
の二極分化が進んでいることが背景にあろう。そして税制上も，大規模
農家を中心に，所得標準方式
（２６）
が廃止され収益課税に切り替わっているこ
とが農業分野における際だった改善の要因として推測されよう。そして
産業空洞化や大規模店舗への集約が進む経済環境の中，農業のみならず
個人企業全体において，経営環境が厳しくなっていることが大きな要因
として考えられよう。
また，消費税の導入などの要因も含めた法定資料や任意提出資料の増
加と，それを管理する税務署等のデータベースの近代化と情報蓄積に
よって，真の所得を把握することがよりたやすい環境になってきたこと
図表６ 太田弘子他による所得捕捉率格差の推計結果
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も，所得捕捉率の向上の要因として考えられる
（２７）
。」
以上，代表的な二つの実証的研究から，所得捕捉率の業種間格差は存
在するものの，それはある程度改善してきている，という結論が得られ
た。しかし，これはあくまで推計の結果であって，現実の数字とは異な
ることに留意する必要があろう。石教授が述べるように，推計の結果に
ついては慎重に取り扱われるべきである
（２８）
。
次に，実証的研究を踏まえ，この所得捕捉率の調整を給与所得控除の
内容とすることは妥当なのか。つまり，捕捉率の格差調整と給与所得控
除との関連性を認めるべきなのか，次の項で検討する。
（４）捕捉率の格差調整と給与所得控除との関連性
サラリーマンの不満の解消には，現在の給与所得控除を見直すにせ
よ，捕捉率の格差に対する何らかの配慮が必要との考えもできる
（２９）
。
確かに，実証的研究によっても改善してはいるものの，少なからず業
種間の所得捕捉率格差は現存する。しかし，結論をいえば，筆者は所得
捕捉率の格差について控除等で配慮することは問題と考える。その理由
は，法が脱税を容認することにつながるためである。もし，このような
捕捉率の格差を調整する内容を含んだ控除を認めると，「このような控
除のない給与所得以外の所得は，むしろ，給与所得よりは低い率でしか
把握（捕捉）をしえないものであるとすることが，現行所得税では，制
度の前提とされていることになってしまう。そうであるとすると，納税
義務者が納税申告する際にも，給与所得以外の所得については所得を完
全に把握（捕捉）しなくともよいのではないか，さらには，完全に把握
（捕捉）をしないことが法律の趣旨に合するゆえんなのではないか，む
しろ，完全に把握（捕捉）をしてはならないのではないか，などという
皮肉な解釈さえもが出現しないことではない
（３０）
。」
また，給与所得者以外の者が，みずからの所得を完全に捕捉して申告
した場合，つまり正しく申告した場合には，給与所得者の捕捉率調整部
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分だけ重い税負担をしなければならないことになる。すなわち，これは
給与所得者以外の所得者すべてが税負担をほ脱ないし回避していること
を前提としている，ということになる。くわえて，利子所得など，所得
をほぼ１００％捕捉されている所得についても，捕捉率格差の負担調整の
必要性も論じなければ理論的におかしくなる
（３１）
。
このように，所得捕捉率の格差調整を給与所得控除に含ませることは
無理があると解する。
筆者は，シャウプ勧告に示された立場が非常に重要と考える。そこで，
シャウプ勧告を見てみる。シャウプ使節団は，勤労控除（当時）という
形で，捕捉率の格差を調整することは，「税法を立案するにあたっては
全く除外されなければならない。」という。その理由について，「Ｂがそ
の税金の一部を脱税することを予想して，Ａの税負担がＢの名目税額よ
りも故意に軽くなることが一旦認められれば，Ｂの連中は，Ａと同じ立
場を維持するためには脱税することは当然であるとの理由で，この脱税
を正当なものとみなすようになるだろう。税務官吏も，またこれを黙認
する傾向を有することとなり，この脱税が増加し，やがては租税の全機
構が崩壊するに至るであろう。このような不公平を是正するには，税率
を恣意的に調整するという方法よりも税務行政を改善し，課税をより良
きものとする方法が採られなければならない。」（シャウプ勧告，巻Ⅰ，６９
頁），と具体的に述べる。当時，この理屈は現実離れしたものであった。
実際，大蔵省の意向もあって，勤労控除は増額されている。しかし，戦
後すぐの混乱した時代ならともかく，コンピュータの普及した時代にな
り，社会も安定している状況でこの理屈を現実的でないと一蹴すること
はできない。税制のあるべき姿であることは間違いないためである。
（５）捕捉率の問題に関する結論
結論として筆者は，給与所得の特殊性の一つである，所得捕捉率の問
題については，給与所得控除と関連付けるべきでないと考える。つま
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り，給与所得控除の内容に，捕捉率の格差調整の項目は不要と考える。
それは，①そもそも捕捉率の格差問題は徴税行政の問題であり，理論的
に給与所得控除と関連付けるのは無理があるためであること，それと，
現実的な理由として，②近年のクロヨン問題が改善されてきていること
をその理由とする。
２．担税力の低さに配慮する必要性
（１）担税力
担税力とは，各人の経済的負担能力のことをいう
（３２）
。租税負担は，国民
の間に担税力に即して公平に分配されなければならない。これは租税公
平主義，租税平等主義といわれ，直接的には憲法１４条１項を根拠とす
る
（３３）
。
（２）各種所得の担税力
所得税法は，所得をその源泉や性質などによって１０種類に分けてい
る。その理由は，所得はその性質や発生の態様によって担税力が異なる
という前提のもと，公平負担の観点から，各種所得について，それぞれ
に，担税力の相違に応じた計算方法や，課税方法を定めるためである。
その各種所得は，その担税力の大きさによって，三種類に大別される。
一番担税力が大きいとされるのが資産性所得であり，利子・配当・不動
産・山林・譲渡所得等がそれに該当する。それに対し，一番担税力が低
いとされるのが勤労性所得で，給与所得及び退職所得が当てはまる。中
間に，資産勤労結合所得として事業所得がある。したがって，所得税は
租税公平原則の下，原則として，担税力の高い資産性所得に重課し，担
税力の低い勤労性所得には軽課するという考えをとっている
（３４）
。
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（３）給与所得の担税力
給与所得は，勤労所得であるため，一般的に担税力が低いといわれて
いる。その理由は次のようなものである。
「いわゆるサラリーマンは，専ら身一つで，使用者の指揮命令に服し
て役務提供を行うことから，失業等の不安定性のほか，空間的・時間的
な拘束や居住地選択の制限等他の所得にはみられない有形，無形の負担
を余儀なくされていることは否定できず，しかも，その対価としてその
役務の提供による成果のいかんにかかわりなくあらかじめ定められた定
額の給与の支給を受けるにとどまるといった事情」（税制の抜本的見直しに
ついての答申，昭和６１年１０月，税制調査会３１頁）があるためである。
結局，給与所得者は失業や死亡，病気などにより収入が途絶え，また
その収入を得るために余暇等を犠牲にしなければならないため，資産性
所得に比べて担税力の面で劣る，ということである。担税力が低いとい
うことは，勤労控除の創設の時から言われてきたことであり，上記の理
由などから，給与所得が資産性所得に比し，一般的に担税力が低いこと
は納得できる。確かに，預金利息や不動産賃貸収入など資産をもってい
ることから得る収入に較べ，身一つで役務を提供する給与所得者の税負
担能力は概して低いといえる。しかし，それはあくまで典型的な例であ
り，たとえば，株式取引や債権等に対する投資などは自己がリスクを負
い，その自己の能力で利益を獲得することが必要である。そのために
は，能力の研磨や余暇の犠牲が必要となる。不動産所得においても，土
地神話の崩壊で（特に地方において）地価の下落というリスク，人口減に
よる需要減など，そのための利益獲得の努力は必要である。
また，勤労性所得の部分もある事業所得に関しても，給与所得に比し
担税力が高いとはいえない。たとえば，給与所得者と違い，事業主本人
の死亡後その事業などが相続により継続されうるとしても，その利益は
その事業主本人などが受けるものではない。それゆえ，事業などの継続
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性の有無によって，一概に担税力の高低を比較することはできない。ま
た，法人化が普遍化しているうえに，後継者難などによる事業などの継
続が社会問題となっている今日，事業の継続を一般的根拠とする説明に
合理性が認められるかも疑問である。さらに，現実に事業が継続されな
かった場合には，担税力の調整部分について逆に事業者より優遇してい
ることになる
（３５）
。
藤田晴教授は，昭和６１年答申において，給与所得者の担税力の低さの
根拠として挙げる，①空間的・時間的な拘束や居住地選択の制限，②失
業等の不安定性，③対価としてその役務の提供による成果のいかんにか
かわりなくあらかじめ定められた定額の給与の支給を受けるにとどま
る，という説明に対し，痛烈に批判する。「率直にいえばこの説明の説
得力は疑わしい。第１に，空間的・時間的な拘束や居住地選択の制限は
事業所得者においても存在する。第２に，サラリーマンには失業の危険
があるが，零細企業の経営者は倒産の危険にさらされている。第３に，
役務の提供による成果にかかわりなく所定の給与を受けることは，輝か
し成果を生み出した者には不利かもしれないが，年功序列型賃金のため
の実力以上の報酬が得られることもある。聡明な起草者が，このような
難点を持つ説明しか思いつかなかった理由は明白である。いわゆるクロ
ヨン問題にふれることなしに，給与所得者に特有の不利な条件を提示し
ようとする企てには，そもそも無理があったのである
（３６）
。」
また，吉田和男京都大学教授は以下の様に述べる。「特に給与所得が
他の所得と比較して担税力が低いという理由はない。労働力しか売るも
のがないという『プロレタリアート論』では説得力はない（所得が低けれ
ば税率も低いので理由にはならない）。むしろ，今日のように企業は赤字に
なっても給与の支払いが行われる制度の下では，リスク回避型の所得で
あり，自営業者の様なリスクの高い所得ではなく，かえって担税力が高
いものと見て悪くない
（３７）
。」
このように，所得分類毎に担税力の強弱を論じることには無理があ
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る。まして，担税力の低さを理由にその所得区分のみに認める控除を設
けることは理論的に困難である。
この点，判例
（３８）
は給与所得控除の性質を論じることの潜在的問題につい
て言及する。すなわち，給与所得控除の性格について論じたところで，
担税力の調整や，捕捉率の格差など「それがどの程度のものであるか明
らかでないばかりでなく，所詮，立法政策の問題であって，所得税の性
格又は憲法一四条一項の規定から何らかの調整を行うことが当然に要求
されるものではない。」といい，「給与所得控除を専ら給与所得に係る必
要経費の控除ととらえて事を論ずるのが相当」とする見解を示した。
これは，結局，給与所得控除の性格について，必要経費として以外
は，いろいろな要素があるとしても，それは立法政策でいかようにもな
るものである，といっているのである。
（４）給与所得の担税力の低さに配慮する必要性について
結論から先に言えば，筆者は給与所得の担税力の低さを，給与所得控
除で配慮する必要性はない，と考える。なぜなら，勤労性所得が資産性
所得より担税力が低いとは一概にいえないことや，特に勤労性所得には
給与所得，退職所得，事業所得，一部の雑所得などがあり，なぜ給与所
得のみ特別の控除を設ける必要があるのか理論的に明確ではないためで
ある。就業形態が多様化し，所得区分が曖昧になってきている今日，給
与所得にのみ特別の配慮をすることは困難である。税の中立性に反する
おそれもある。
したがって，給与所得の担税力の低さに配慮する必要性はない，と考
える。
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３．小括
ここまで論じてきたように，給与所得控除を支える根拠となっている
所得捕捉率の格差問題と，担税力の低さに対する配慮の必要性の二つ
が，近年その説得力を失っていると考える。ここで給与所得控除の性
質・根拠といわれているものの二つが崩れたことになる。
最後に，経費の概算控除としての性格が，給与所得控除の根拠として
残っていることになる。そこで，給与所得者の必要経費に関し，次章で
詳細に検討を加えることにより，最後に残った給与所得控除の根拠を論
じることにする。
Ⅲ．給与所得の必要経費
給与所得控除を支える根拠，つまり給与所得の特殊性が，近年揺らい
でいるということを前章で述べた。すなわち，給与所得の特殊性に根拠
を置く，所得捕捉率の調整としての給与所得控除と，給与所得の担税力
の低さに対する配慮としての給与所得控除は，その根拠がぐらついてい
るのである。
この点，現行の給与所得控除を見直しせず，給与所得控除の性格を，
必要経費の概算控除に限定して位置づける考えもある
（３９）
。いわば解釈の変
更により解決する見解である。確かに，理論的説明はこれでつく。しか
し，現行の給与所得控除をすべて給与所得の必要経費だと位置づけるの
は無理があるのではないか。まず，給与所得控除の性格が狭められてい
る
（４０）
のに，何ゆえその控除の額が増え続けているのか，という疑念がわ
く。次に，実際の給与所得者の必要経費と給与所得控除の乖離が生じ，
給与所得控除制度の不信につながるおそれがあることである。これは本
来，課税所得であるべき給与所得を給与所得控除という曖昧な控除で侵
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食していいのか，という疑念に基づく。
給与所得控除の性格を，経費の概算控除として位置づける考えには賛
成である。それは，給与所得控除を支える捕捉率の格差調整と，担税力
の調整という根拠が揺らいでいる今，唯一残された経費の概算控除とい
う根拠を，給与所得控除の性格として位置づけることが正当と考えるた
めである。しかし，経費の概算控除として位置づけるにしても，その方
法論として，単なる解釈の転換で済ませることには反対である。給与所
得控除制度が合理的な制度であるためには，その根拠も合理的なもので
なければならないからである。
そこで，この章では，給与所得の必要経費について論じる。たとえ
ば，現行の給与所得控除をすべて必要経費概算控除として捉えた場合，
その額が過大であるかを判断するには，実際の給与所得者の必要経費が
いくらかを明らかにする必要があろう。そこで，以下において所得税法
の必要経費について一通りみて，給与所得の必要経費について論じる。
このとき，現行の給与所得控除の額と，実際の給与所得者の必要経費が
乖離していることにつき，的を絞って論じる。なぜなら，実際の必要経
費は給与所得者それぞれであり，実際の必要経費を正確に算出すること
は不可能に近いためである。
１．所得税法の必要経費性
（１）必要経費の意義
必要経費とは，所得を得るために必要な支出のことである
（４１）
。
所得税法上，必要経費を具体的に定義した条文は見当たらないが，所
得税法３７条では，「当該総収入金額を得るため直接に要した費用」及び
「所得を生ずべき業務について生じた費用」をもって，「必要経費」と
して規定し，一定の通則的枠組みを示している
（４２）
。
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金子宏教授は，必要経費が認められる理由を以下のように述べる。す
なわち，「課税の対象となる所得の計算上，必要経費の控除を認めるこ
とは，いわば投下資本の回収部分に課税が及ぶことを避けることにほか
ならず，原資を維持しつつ拡大再生産を図るという資本主義経済の要請
にそうゆえんである
（４３）
。」。従って，原則として課税所得は，必要経費を控
除した純所得（ネット・インカム）になる。これは，所得税法上の原則的
要請といえる
（４４）
。次に，必要経費と認められる要件について簡単に説明す
る。
（２）必要経費の要件
所得税法３７条１項は，「当該総収入金額を得るため直接に要した費
用」及び「所得を生ずべき業務について生じた費用」を必要経費として
いる。このことから，業務に関連した費用であること（業務関連性），業
務の遂行のために必要であること（必要性）が要件とされる
（４５）
。
さらに，「通常性」が要件とされるかについては争いがあるが，文言
上「通常」の要件が規定されていないため，必要性を満たせば経費とし
て控除を認めるのが妥当と考える
（４６）
。なお，必要性の判断は客観的なもの
でなければならないことはいうまでもない。
（３）必要経費の範囲
必要経費は，それが生み出すことに役立った収入と対応させ，その収
入から控除しなければならない。これを費用収益対応の原則という。し
たがって，必要経費のうち，売上原価のように特定の収入との対応関係
を明らかにできる経費については，それが生み出した収入の帰属する年
度の必要経費とされなければならない。また，販売費や一般管理費のよ
うに特定の収入との対応関係を明らかにできない経費は，それが生じた
年度の必要経費とされなければならない
（４７）
。
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２．給与所得の必要経費
（１）所得税法における給与所得の必要経費
所得税法３７条で一般的な必要経費の通則を規定している。しかし，同
条で「必要経費」の控除を認めているのは，不動産所得・事業所得・山
林所得及び雑所得に関してのみである。「必要経費」という文言にとら
われなければ，譲渡所得における資産取得費及び資産の譲渡に「要した
費用」（所得税法３８条）と，一時所得の総収入金額を得るために「支出し
た金額」（所得税法３４条２項）やその収入を生じた原因の発生に伴い直接
「要した金額」は，原資を維持するという観点から，本質的に「必要経
費」の内容と同視できよう
（４８）
。ただ，利子所得・配当所得・退職所得・給
与所得については形式的又は実質的に「必要経費」が所得税法上は認め
られていないことになる
（４９）
。本論文のテーマである給与所得に関して，あ
るのは「給与所得控除」（所得税法２８条）だけである。もちろん，給与所
得控除の性格として，必要経費の概算控除があることは立法経緯や判例
等でも言及されている
（５０）
周知の事実である。
本来，給与所得者も収入を獲得するため必要な経費は観念しうる。使
用者が負担する経費もあろうが，自己が負担しなければならない経費も
あろう。したがって，給与所得者には必要経費が存在し，それは所得税
法上，「給与所得控除」として控除されていると解する。
よって，給与所得の必要経費を認める場合には，「給与所得控除」に
給与所得の「必要経費」が含まれると解釈することになる
（５１）
。以後この解
釈を前提とする。
（２）給与所得の必要経費の意義と要件・範囲
給与所得者の必要経費の意義については条文がない以上，結局解釈で
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しか定義づけはできない。
この点，石島弘教授は「給与所得の必要経費を一義的に定義すること
は極めて困難であるが，少なくとも他の事業所得等の場合と同じく，給
与等を得るため直接に要した費用及びこれらの所得を生ずべき職務につ
いて生じた費用と解するのが相当であり，かつ当該支出の職務との関連
性が客観的に肯認され得ることを必要とするものと解するのが相当であ
る。なお，家事関連費については事業所得の場合と同じく，そのうち，
支出の主たる部分が職務の遂行上必要であり，かつ，必要である部分を
明確に区分できる場合に限り必要経費に算入することが許されると解す
べきであろう（所得税法４５条２項
（５２）
）。」と述べる。
上記の考えに賛成である。給与所得者でも収入獲得のための支出は，
当然考えられ，給与支払者が吸収しきれない部分もありうるためであ
る。よって，収入獲得のための投下資本部分（必要経費）について課税
しないという所得税の原則的要請からも，必要経費に関する通則的規定
である所得税法３７条の趣旨を類推して考えるのが妥当と解する。した
がって，要件として，①給与等を得るため直接に要した費用及びこれら
の所得を生ずべき職務について生じた費用（必要性）で，かつ，②当該
支出の職務との関連性が客観的に肯認され得ることを必要とするもの
（業務関連性），と解するのが相当である。
給与所得の必要経費と認められるためには，所得税の必要経費と同じ
く，その収入に対応した費用についてのみ認めるべきである。原資の維
持という観点から当然である。したがって，費用収益対応の原則が給与
所得の必要経費にも妥当すると解する。
（３）給与所得者の必要経費項目
上記の要件を満たし，費用収益対応の原則の下，給与所得者の必要経
費と認められるのはどのようなものがあるのか。小池和彰京都産業大学
准教授が項目ごとに検討しているので，これを参考に検討する
（５３）
。
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① 通勤費
アメリカにおいて通勤費は，「居所をどこにするかは個人の選好に
よる」という理由で必要経費とは認められていない。しかし，小池氏
は「所得の増減と直接的な関係性は有していないが，仕事を持たない
人にはかからない費用であって，仕事との関連性を有する費用であ
り，広義の費用収益対応の原則
（５４）
からすれば，必要経費性を有している
といってよい」とする。実際問題として，通勤費は企業などが支払う
のが通例であり，これが必要経費と認められてもさほど給与所得者に
利益はないかもしれない。しかし，たとえば将来，実額控除が認めら
れた場合，通勤費の負担を給与所得者に転嫁させる場合も考えられ
る。日本においても議論は必要となってこよう。
② 旅費
旅費に関してはアメリカではその必要経費性が認められている。根
拠は，給与所得者の過重負担の軽減にある。二重に追加支出（食費，
居住費や交通費）を強いられるため，その追加的部分について必要経費
性を認めているのである。しかし，小池氏は，旅費が家事費とされる
食費を含んでいる点で，その必要経費性に疑義を持つ。しかし，事業
との関連性につき，広義の費用収益対応の原則をとるのであれば，事
業遂行のための支出でありその必要性を要件に，必要経費性を認めて
もよいのではないかと考える。確かに，通常の食費に関しては業務関
連性があるとはいえないが，出張や研修といった業務における食費と
いう限定されたものであり，実際，他社の担当者との会食など業務性
のある食費も考えられ，その区別は困難である。そのため，食費が家
事関連費だからといって一律必要経費性を否定するのは難しいであろ
う。
③ 被服費
事業所などで制服が明示されており，その負担が給与所得者にある
場合にはその必要経費性は認められる。しかし，それ以外の衣服はも
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ともと消費活動の側面を有している。背広に関しても着用が義務付け
られない会社も多々あり，背広を通常生活でも着用することも考えら
れるため，その必要経費性は認められないであろう。
④ 教育費
教育費に関しては必要経費の側面と家事費としての側面の両面を
持っている。業務上のものもあれば個人的なものもある。したがっ
て，業務に関連した支出であることはまず必要である。しかし，その
支出が現在の所得稼得活動と直接関係なくとも将来の所得に貢献する
可能性はある。この場合の支出に関して，固定資産と同じ考えができ
ると小池氏は述べる。つまり，教育費に関しても固定資産と同じく，
将来の収入獲得に貢献することを考えれば，減価償却の考えを適用で
きるとする。収入と費用と対応させることができ，費用収益対応の原
則により忠実であるからであろう。しかし，どの教育費が将来の業務
に貢献するのか判別が困難であることや，実際個々の給与所得者に減
価償却計算をさせることの困難さから減価償却的な考えは難しいであ
ろう。現在の業務との関連性と，必要性の要件から，その必要経費性
を判断するのが妥当である。
⑤ 交際費
アメリカでは基本的に，ランチの費用を所得から控除することは認
められない。しかし，会社命令などの事情が加わると必要経費として
認められるとされる。しかし，「交際費支出の典型である食費に関し
て，通常の支出であれば，家事費であり，事業あるいは仕事との関連
で，普段とは異なるあるいは普段よりも多額の支出をした場合に，そ
の特別な支出に必要経費性を認識するという解釈は，個々の給与所得
者の私生活を調査し測定しなければならず，測定が困難で，客観性を
欠き，無理があるのではないか。」と小池氏は述べる。筆者も同意見
である。この場合，企業と同じように，交際費の上限を設けるか，交
際費そのものを認めないとすることになるだろう。
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⑥ まとめ
結局，給与所得者の必要経費に関して，①業務関連性と，②必要性
とを共に満たすものは，それほど多くないことが理解できる。現実的
には，会社の経費として計上される場合がほとんどとなろう。もし，
経費の実額控除と概算控除の選択性が導入された場合，おそらく概算
控除を選択した方が給与所得者にとって有利になることが予想され
る。もっとも，実額経費として会社が給与所得者に負担をさせる場合
もありうる
（５５）
。その場合，必要経費か否かを客観的な基準により区別で
きなければならない。アメリカなどの判例を参考に，議論が必要であ
る。
（４）家計調査
（５６）
に基づく給与所得の必要経費
給与所得者の必要経費項目について若干の考察をした。結果として，
給与所得者の必要経費の要件を満たす経費は，限定されたものとなる。
したがって，その金額も限定されたものとなろう。しかし，限定された
ものとしても，給与所得者が現在どれほどの必要経費を支出しているの
か不明である。計量的にその数字が出なければ，現在の給与所得控除と
の比較ができない。そこで，以下では統計の数字を用いて給与所得者の
必要経費について計量的数字を求めてみる。具体的には二つの手法を用
いる。一つは大雑把な推計，もう一つは厳密な推計である。二つの手法
はどちらも，給与所得者の消費について着目する。給与所得者の消費の
中に，必要経費が含まれていると考えられるためである。
まず，最初に大雑把な推計を行ってみる。これは，田中修司氏の手法
（５７）
にアレンジを加えて算出している。その手法は，まず，給与所得者の消
費を必要経費と家事関連費で構成されたものと考える。この場合，何が
必要経費で何が家事関連費かは容易に判別できないので，年間消費のう
ち，年間労働時間に対応する消費を必要経費と捉えることにする。年間
消費のうち年間労働時間に対応する部分を必要経費に見立てようとする
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手法である。しかし，田中氏は年間労働時間の割合を算出するに当たっ
て，年間総時間を利用している。このため，年間総時間には睡眠時間も
含まれていることになる。これは，睡眠時間中にも消費を行っていると
するものであり，不合理である。したがって，筆者は，睡眠時間を除く，
年間活動時間を利用する。まず，年間総時間８７６０時間（２４時間×３６５日）
から年間睡眠時間２９２０時間（８時
（５８）
間×３６５日）を除く。除いた５８４０時間を
年間活動時間とし，これを年間労働時間１８４２時間
（５９）・（６０）
で除すと，約３１％の割
合が出る。つまり，給与所得者の消費のうち３１％が労働時間に対応する
消費，すなわち必要経費と見立てられる。この割合３１％を利用して計算
したものが，以下の図表７である。
年間所得を五分位階級で区分してそれぞれの年間消費のうち労働時間
（３１％）に対応する消費支出（必要経費）を算出した。同時に，給与所得
控除の金額も年間実収入を基に算出した。その結果は以下の図表８であ
る。
驚くことに，勤労世帯（２人以上）の年間消費支出のうち労働時間に
対応する消費支出（必要経費と見立てた支出）の金額は，給与所得控除の総
じて６割から７割あたりとなる。この労働時間に対応した消費支出は，
必要経費と家事関連費を分ける前のものであることを考えると，消費品
目のうちどれが必要経費かという次元の問題ではなくなっていることが
理解できよう。家計のすべての消費支出を含めても給与所得控除の額が
図表７
（６１）
年間消費支出金額の労働時間に対応する額 （単位：円）
五分位階級（単位：万円） Ⅰ（～４２９） Ⅱ（～５７０） Ⅲ（～７２４） Ⅳ（～９３８） Ⅴ（９３８～）
年間実収入 ３，４３３，７８８ ４，７３１，０３６ ５，７３６，７９２ ７，１７８，５４４１０，４３５，１１６
年間消費支出金額 ２，５２２，７６６ ３，０９０，５０４ ３，５７５，６３２ ４，３９３，２５１ ５，６１９，４２０
労働時間に対応する消費支出 ７８２，０５７ ９５８，０５６ １，１０８，４４６ １，３６１，９０８ １，７４２，０２０
給与所得控除 １，２０９，９００ １，４８６，２００ １，６８７，２００ １，９１７，８００ ２，２２１，７５０
労働時間に対応する消費支出
の給与所得控除に対する比率
６４．６％ ６４．５％ ６５．７％ ７１．０％ ７８．４％
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労働時間に対応する消費支出 給与所得控除
大きいことは，大雑把な推計ながら給与所得控除の過大さを証明するに
十分な資料になると考える。
次に，税制調査会の必要経費の推計調査がある（図表９）。これも，総
務省の家計調査を基に作成したものである。しかし，必要経費として支
出品目を選別して推計している。この意味で，厳密な推計である。この
図表９から，およそ給与所得者の必要経費は収入の６～７％ということ
になる。おそらく，一般的感覚からして妥当なラインだと考える。もち
ろん，多い少ないとの議論はあろう。洗濯代や理髪代など家事関連費と
してもいいものもある。また，背広服が必要のない企業もあるだろう
し，こづかいの使途が不明になっていることもいささか不明瞭の感は否
めない。しかし，給与所得者の平均的必要経費の支出としては妥当では
ないかと考える。
この推計とほぼ同じ方法で給与所得者の必要経費を推計した税制調査
会答申「わが国税制の現状と課題－２１世紀に向けた国民の参加と選択
図表８ 労働時間に対応する消費支出と給与所得控除
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－」（平成１２年７月１４日）では，給与所得者の必要経費に関し，「給与所得
者の必要経費ではないかと言われるものを広めに拾い出してみると，そ
の金額は平均で年間５０万円程度になり，年間収入（６７４万円）の１割弱程
度という試算が得られます。これに対して，給与収入に応じた給与所得
控除額は給与収入５００万円の場合１５４万円，７００万円の場合１９０万円などと
なっています。また，マクロ的に給与所得控除の水準を見ると，給与収
入総額の３割程度が控除されています（平成１２年度予算ベースで給与総額
２２８．４兆円に対して，給与所得控除総額は６４．２兆円。）。このように，現行の給与
所得控除の水準は，給与所得者の必要経費に関する概算的な控除として
は相当手厚いものとなっている」とする。
図表９ 勤労者世帯の年間収入５分位階級別１世帯当たり品目別年間支出金額調（平成１５（２００３）年）
!
#
#
#
$
"
#
#
#
%
・この表は，従来から，給与所得者の勤務に関連する経費ではないかと指摘される支出品目
を幅広く抜き出し，その年間支出額を調べたものである（支出品目は従来から同一のものを
使用している。）。
したがって，実際には，給与所得者の勤務とは関係がない支出も含まれていることがあろう
し，また，むしろ家事上の支出とみるべきものもあることに留意する必要がある。
年 間 収 入
５分位階級
年間収入額 年 間 支 出 額 （B）
（A） 衣 料 品 身の回り品 理容・洗濯 文 具 新聞・書籍 こづかい つきあい費 計（B） （A）
万円 千円 円 円 円 円 円 円 円 円 ％
Ⅰ（ ～４４５） ３，５４４ １２，５０５ ６，８４１ ９，４０９ ９２０ ３８，５６４ １４９，８９８ ４，５３８ ２２２，６７５ ６．３
Ⅱ（ ～５８６） ４，７６２ １８，４０８ ８，９７２ １２，５１９ １，２２６ ４６，８３２ ２１４，８２４ ８，６２３ ３１１，４０４ ６．５
Ⅲ（ ～７３８） ５，８６２ ２２，９４１ １１，５５０ １６，０６６ １，４３８ ５３，７６８ ２６９，３９１ １３，０７８ ３８８，２３２ ６．６
Ⅳ（ ～９５０） ７，１７０ ３１，９１６ １４，６４３ １９，９９３ １，６９５ ６２，９３４ ３５７，１７２ １８，１９０ ５０６，５４３ ７．１
Ⅴ（９５０～ ） １０，１３５ ５２，１２５ １９，９０５ ２８，１９９ １，６６５ ７３，３３５ ５０３，６０９ ３３，９３９ ７１２，７７７ ７．０
平 均 ６，２９５ ２７，５７９ １２，３８２ １７，２３７ １，３８９ ５５，０８７ ２９８，９７９ １５，６７４ ４２８，３２６ ６．８
支出品目別
内 訳
背広服，
男 子 用
コート，
男子用ズ
ボン，ワ
イ シ ャ
ツ，他の
男 子 用
シャツ
男子用靴
下，男子
靴，傘，
ネ ク タ
イ，他の
バック
理髪料，
洗濯代
筆記，絵
具用具
新聞，教
科書，学
習参考教
材，書籍
こづかい
の内訳は
不明
他の項目
に入るべ
き支出も
含んでい
る可能性
がある。
（備考）１ この表は「家計調査（二人以上の世帯）」（総務省統計局）の「年間収入五分位階級別１世帯当たり支出
金額，購入数量及び平均価格」により作成した。
２ 支出額には世帯主以外の家族の分も含まれている。
３ 年間収入額は「月平均実収入×１２」としている。
出所 http : //www.cao.go.jp/zeicho/siryou/pdf/kiso_b２１a.pdf 税制調査会基礎問題小委員会平成１６年１０月８提出資
料，９頁
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以上の二つの推計から，給与所得控除の金額は実際にかかる給与所得
者の必要経費に較べ過大であることは間違いないであろう。
３．給与所得控除の必要経費についてまとめ
給与所得者の必要経費が所得税法上認められるためには，①給与等を
得るため直接に要した費用及びこれらの所得を生ずべき職務について生
じた費用（必要性）で，かつ，②当該支出の職務との関連性が客観的に
肯認され得ることを必要とするもの（業務関連性），であることが必要で
あると考える。この二つの要件を確実に満たす経費が給与所得者にはほ
とんどない。あったとしても限定的である。特殊な職種以外の給与所得
者は，現実的には給与支払者である法人が必要経費を吸収しているのが
現状であろう。よって，いくら甘く見積もったとしても，給与所得者の
必要経費は税制調査会の調査結果に多少水増しした，平均１０％がせいぜ
いであろう。このことから考えると，現状の給与所得控除を必要経費の
概算控除として一義的に捉えることは困難である。たとえ今後，より厳
密な調査などにより，１０％以上の必要経費があるとされたとしても，少
なくとも給与所得者の必要経費は現行給与所得控除以下であると考えら
れるためである。
結局，推計結果から現行の給与所得控除の金額は経費の概算控除とし
ては過大である，との結論に辿りついた。もちろん，留意すべき点とし
て，推計はあくまで推計であって現実の給与所得者の経費とは合致しな
い，ということである。そのため，主として給与所得控除の過大性を立
証する材料に使用した。その目的は達したと思う。
Ⅳ．まとめ
Ⅱにおいて，給与所得控除の根拠である給与所得の特殊性について論
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「労働力調査」（総務省）による非正規雇用の増加 単位：万人
平成１４年 平成１５年 平成１６年 平成１７年 平成１８年 平成１９年
正規雇用 ３４８９ ３４４４ ３４１０ ３３７４ ３４１１ ３４４１
非正規雇用 １４５１ １５０４ １５６４ １６３３ １６７７ １７３２
平成１４年に比べ，平成１９年の非正規雇用者は２８１万人増加
じ，それを否定した。Ⅲで，給与所得控除の残された根拠である経費の
概算控除という点につき論じた。結局，現行の給与所得控除の金額を支
える根拠はすべてその力を失っているといっても過言ではない。そうだ
とすると，根拠の薄れた所得控除を放置する必要性はないといえよう。
根拠の曖昧な控除に課税ベースを侵食された状況を放置したまま，消費
税等の増税を議論する状況は不健全であり，また課税の公平性にもと
る。給与所得控除は，見直す方向で検討すべきである。
もっとも，給与所得者は今や５，０８６万人に増加し，全労働人口の８５％
を占めている
（６２）
。給与所得控除の根拠が失われ，その額を減ずることが理
論的に正しいとしても，それがもたらす影響からより多角的な検討が必
要である。給与所得と給与所得控除が事業所得者と同じく，所得から必
要経費を控除するという形になったとしても，依然として源泉徴収制度
と申告納税制度の差から生ずる捕捉率の差は存在する。また，現実の問
題として，給与所得控除は給与所得者の課税最低限の役割を有してい
る。この課税最低限の問題とも向き合わねばならない。
ただ，本稿の目的である給与所得控除の根拠の有無を検証するという
目的は本論文において達したと考える。
【注】
（１） 非正規雇用の増加と正規雇用の減少のデータ（「非正規雇用」とは，パー
ト・アルバイト・派遣社員・契約社員・嘱託・その他である）。
（２） 例えば，在宅就業の場合，給与なのか業務請負なのか区別が困難な場合が
あげられる。具体的には，九州電力の検針員が受ける報酬は給与所得ではな
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く，事業所得と判示された事例（福岡高裁昭和６３年１１月２２日税資１６６号５０５頁）
がある。
（３） 失業の補償や，企業が赤字でも給与は受けることができること，またその
社会保障の充実度を指す。
（４） 具体的には本論文で詳細に検討するが，簡単にいえば，給与所得控除には
次の四つの性質があるとされる。①勤務に伴う必要経費の概算控除，②資産
所得と比べた担税力の低さへの調整，③他の所得より正確に捕捉されやすい
ことへの調整，④申告納税より早期納税することへの調整，である。
（５） 利子所得（所得税法２３条１項），配当所得（同法２４条１項），不動産所得（同
法２６条１項），事業所得（同法２７条１項），給与所得（同法２８条１項），退職所
得（同法３０条１項），山林所得（同法３２条１項２項），譲渡所得（同法３３条１
項），一時所得（同法３４条１項），雑所得（同法３５条１項２項）。
（６） 最判昭和５６・４・２４民集３５巻３号６７２頁。
（７） 京都地判昭和４９・５・３０行裁例集２５巻５号５４８頁参照。
（８） 金子宏『租税法 第十一版』，弘文堂，平成１８年４月１５日，２１８頁。
（９） http : //www.nta.go.jp/taxanswer/shotoku/1410.htm（国税庁 HP，平成２０
年１０月２４日）。
（１０） 平成１８年の全世帯の１世帯当たり平均所得金額は ５６３万８千円（平成１９年
国民生活基礎調査の概況～厚生労働省 HP より平成２０年１０月２８日引用。
http : //www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/k-tyosa/k-tyosa 07/index.html。
（１１） http : //www.mof.go.jp/jouhou/syuzei/siryou/049.htm（財 務 省 HP，平 成
２０年１０月２６日付）。
（１２） １９１３年（大正２年）改正で勤労所得（当時，給与所得は勤労所得に含まれ
ていた）に対し１０％に勤労所得控除が認められた。これが給与所得控除の原
型である。
（１３） 臨時税制調査会，昭和３１年答申，昭和３１年１２月，最高裁裁判所民事判例集
３９巻２号２７２頁など。
（１４） 新井隆一「給与所得課税・所得控除の問題点」，木下和夫・金子宏監修『所
得税の理論と課題』，税務経理協会，平成１３年４月２０日，１２頁。
（１５） もっとも，理論的には金利差が生ずることは認められるが，それならば，
給与所得の多寡により，その金利差も比例しなければならないはずである。
しかし，それでは徒に税制を複雑化し，租税の簡素化に反する。
（１６） 山田二郎「サラリーマンに対する所得税制と平等原則」，ジュリスト№
５６７，３９頁。
（１７） 「大嶋訴訟」第一審では，「所得税法上客観的に存する所得に対する税務当
局により現実に把握（捕捉）された所得の比率」と述べている。
（１８） 石弘光「課税所得捕捉率の業種間格差 クロヨン一つの推計」，『季刊現代
経済』，昭和５６年４月，７２頁。
（１９） もちろん，過大申告する場合もありうる。したがって，１００％を超える捕捉
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率も理論上は観念しうる。
（２０） 石弘光，前掲書（注１８），７３頁。
（２１） 石弘光，前掲書（注１８），７２頁。
（２２） 大田弘子・坪内浩・辻健彦「所得税における水平的公平性について」，内閣
府経済財政政策ホームページ，公表資料，経済財政分析ディスカッション・
ペーパーシリーズより。
http : //www 5.cao.go.jp/keizai 3/discussion-paper/dp 031.pdf。
（２３） この点，「大嶋訴訟」最高裁判例では，事業所得者の捕捉率が，給与所得者
の捕捉率を下回っていることは認める。しかし，それがどれほどかは述べて
いない。第一審判決でも捕捉率の較差の存在を肯定しているが，それがどれ
ほどのものかは明確にしていない。
（２４） 石弘光，前掲書（注１８），８１頁。
（２５） 本間正明・井堀利宏，跡田直澄，村山淳喜「所得税負担の業種間格差の実
態 ミクロ的アプローチ」，『季刊現代経済』昭和５９年９月，１４～２５頁など。
（２６） 農業所得標準を用いた方式のこと。農業所得標準については以下を参考。
「事業所得の税務申告では，収入から必要経費を差し引いて所得を計算する
『収支計算』が原則である。しかし，収支計算が困難な零細農家の多くは，『農
業所得標準』を使用して税務申告を行ってきたと言われている。ここで，『農
業所得標準』とは，例えば，面積課税の場合，毎年，予め，地域・作物ごと
に，耕地面積１０アールあたりの『所得標準率』を目安として定めるもので，
白色申告に特有の制度である。農業所得標準は，かねてより，実態より低い
ことが指摘されてきた。」荒井晴仁，「農業所得の捕捉率について」，レファレ
ンス 平成１９年８月号，２９頁。
（２７） 大田弘子・坪内浩・辻健彦，前掲書（注２２），２４頁。
（２８） なお，捕捉率の推計に関し太田弘子他論文に対する批判もある。たとえば，
実際の所得として国民所得統計を使用するが，この統計自体が過少申告され
た所得によって構成されているのではないのかとの疑いがある。それは，国
税庁統計の給与所得と国民所得統計上の給与所得が８０年代後半から，国税庁
統計の給与所得の方が大きくなっているためである（給与所得はほとんどガ
ラス張りであるから，国民所得統計の数字と同じか，申告分も考慮すれば若
干下回っているのが本来である。実際７０年代はそうなっている）。国民所得統
計の数字は国税庁統計の数字より大きいことが前提であるはずの推計なの
に，その前提が崩れてきているのではないか，との批判である。しかし，そ
の誤差も，２０００年以降は改善されてきている。国民の真の所得，特に捕捉率
で問題とされる事業所得（非農林）や農業所得についての統計で，一番信頼
のおけるものが国民所得統計の数字であるとすれば，推計の限界として捉え
るしかないであろう。
西沢和彦「所得捕捉率推計の問題と今後の課題－１９９０年代以降格差大幅縮
小との判断は早計」「Business and Economic Review」Vol１５，No１２，２００５年
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１２月，８頁以降。
荒井晴仁「法人成りと国民経済計算－国民経済計算と税務統計における給
与所得の乖離」レファレンス２００６年９月，３１頁も同様の批判を加える。
また，国民所得統計と税務統計の数字を調整する方法について批判が加え
られている（荒井晴仁「国民経済計算を用いた所得捕捉率推計の問題点－自
営業所得の捕捉率を中心に－」レファレンス２００７年４月，７頁）。そのひとつ
は，有給家族従業員の労働報酬の取り扱いについてであり，もうひとつは不
動産所得の取り扱いについてである。これらの調整項目を分子，分母に加算
又は減算する必要があると批判するのである。その結果，事業所得（非農林）
の捕捉率は７割程度になるとする。ひとつの推計結果として注目されるべき
であろう。しかし，推計の原資料をどのように加工・調整するかは主観に左
右されやすく，絶対的なものではないことも事実である。したがって，それ
ぞれ推計結果がことなることになるのも当然である。しかし，概ね８０年代と
比較して改善している，という事実についてはそれぞれの手法を採用したと
しても一致している。荒井氏は別に農業所得についても同じように論じてい
る（荒井晴仁「農業所得の捕捉率について」レファレンス２００７年８月，２５
頁）。
（２９） 「負担調整費控除については，もろもろの理由から反対する向きも多いと
思われるが，これには前述の３つの根拠があるから，所得税の納税者のうち
圧倒的多数を占めるサラリーマンの税制に対する不満や不公平感を吸収し，
基幹税としての所得税制度を安定させ，円滑に作動させるための潤滑油とし
て残す必要があると考える。」なお，３つの根拠とは，①担税力の相対的低さ
の調整②把握率の高さの調整③源泉徴収額に対する利息相当分の調整のこと
を指す。
金子宏「所得税制の構造改革－少子高齢化社会と各種控除の見直し」，ジュ
リスト１２６０，平成１６年１月１日，１５日号，２３５頁。
（３０） 新井隆一，前掲書（注１４），１２７頁。
（３１） 新井隆一，前掲書（注１４），１２８頁。
（３２） 金子宏，前掲書（注８），８７頁。
（３３） 金子宏，前掲書（注８），８７頁。
（３４） 本来は担税力のある資産性所得に重課するのが，租税公平主義に合致する
はずであるが，実際は金融資産等に対する優遇措置（分離課税など）があり，
現実には，資産性所得に対しては原則通りにはいっていない。
（３５） 新井隆一，前掲書（注１４），１６４頁。
（３６） 藤田晴『所得税の基礎理論』，中央経済社，平成４年１１月２０日，１１１頁。
（３７） 吉田和男『２１世紀日本のための税制改正 所得税の改革』，財団法人大蔵財
務協会，平成１２年４月２５日，１４０頁。
（３８） 最高裁判所民事判例集３９巻２号２４７頁。
（３９） 最高裁判所民事判例集３９巻２号２４７頁。
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（４０） 答申でいえば，昭和３１年答申はその性格を四つに分類し，昭和６１年答申で
はそれを二つにし，近年の答申ではそれを一つ（経費の概算控除としての性
格）にしようとしている流れを指している。
（４１） 金子宏，前掲書（注８），２５６頁。
（４２） なお，所得税法法３７条は不動産所得・事業所得・山林所得及び雑所得に関
しての「必要経費」に関する条文である。
（４３） 金子宏，前掲書（注８），２５６頁。
（４４） 「所得課税を行うに当たっては，収入金額（グロス・インカム）から，収
入金額をうるために要した費用，すなわち必要経費を控除した純所得（ネッ
ト・インカム）を課税標準とすべきであると考えられており，この計算構造
は所得課税では当然のことであると考えられている。」山田次郎「必要経費
論」，木下和夫・金子宏編『所得税の理論と課題』，税務経理協会，平成１３年
４月２０日，８９頁。
（４５） 碓井光明「必要経費の意義と範囲」，日税研論集３１巻，平成７年５月２０
日，２９頁。
（４６） このように考えると，「違法ないし不法な支出も，別段の定めがない限り，
控除を認められることになる。」，金子宏，前掲書（注８），２５７頁。反対説と
して，玉国文敏「違法所得課税をめぐる諸問題（６）」，判例時報７６４号，９
頁。
（４７） 金子宏，前掲書（注８），２５７頁。
（４８） 石島弘『課税権と課税物件の研究』，信山社，平成１５年１月１０日，２９３頁。
（４９） 石島弘，前掲書（注４８），２９３頁。
（５０） 「大嶋訴訟」最高裁判所民事判例集３９巻２号２４７頁。なお，判例では概算控
除により必要経費を控除することは合憲としている。
（５１） 現行所得税法では原則として，給与所得に必要経費は形式的・実質的及び
解釈上も認められていない，とすることも理論上は考えられる。この場合，
給与所得控除は担税力の調整や捕捉率の調整と性格付けることになろう。特
定支出控除制度は，一定の条件を満たした者のみに認めた部分的必要経費控
除制度と捉え，あくまで例外的制度とすることになる。
（５２） 石島弘，前掲書（注４８），２９３頁。
（５３） 小池和彰「給与所得者の必要経費」，『会計』，１６９巻４月号，森山書店，５５５
頁。
（５４） 小池氏は，「収入金額の増減に直接関連する費用のみを必要経費と認める」
考えを狭義の費用収益対応の原則とし，それに対し，「給与所得者の事業
（business）あるいは仕事（job）と関係のある支出を給与所得者の必要経費
としてみる」考えを広義の費用収益対応の原則と捉えて，広義の考えから必
要経費性を考察している（小池和彰，前掲書（注１９），５５６頁）。しかし，所得
税法３７条は「直接」性を要求しているのであり，この解釈をとるためには給
与所得者の必要経費について規定した条文等が必要になるのではないか。
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（５５） 株主の利益を考慮した場合，企業利益追求のため費用をできるだけ給与所
得者に負担させる場合が考えられる。
（５６） 総務省の行っている統計調査。
（５７） 田中修司「給与所得控除の本質と課税最低限をめぐる問題－その改革をめ
ぐって」，北九州市立大学大学院紀要，（１９），平成１７年１２月，１４７～２０１頁。
（５８） 国民生活時間調査２００５，NHK 文化研究センター，平成１８年２月，３８頁。
http : //www.nhk.or.jp/bunken/research/life/life_20060210.pdf
国民全体の平日，土，日別睡眠時間から年間睡眠時間を計算し，そこから
１日平均７時間５５分の睡眠時間が得られ，これを約８時間として計算した。
（５９） 出 所：厚 生 労 働 省 統 計 http : //wwwdbtk.mhlw.go.jp/toukei/youran/
indexyr_d.html。
（６０） 平成１８年度の３０人規模以上の事業所の労働時間。
（６１） 図表７の数字は総務省統計局の作成する家計調査平成１８年度版を参考にし
て作成した。http : //www.stat.go.jp/data/kakei/index.htm
（６２） 平成１７年度の所得税納税者数は５，９１６万人，そのうち給与所得者（源泉分＋
申告分）の数は５，０８６万人で実に約８５％が給与所得者である。星野次彦，『図
説日本の税制 平成１９年度版』，財経詳報社，平成１９年７月３１日，１０９頁の資
料より。
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